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ロシアにおける遵法精神の欠如1
法社会学と経湊史の側面から見たロシアの基層社会
富 山 栄 子
はじめに
ロシアとのビジネスがうまく進展しない理由として､日本や米国の企業によって､中央と地
方の行政上の不整合､マフィアによる犯罪､所有権にかかわる紛争､高い税率と税制の頻繁な
変更､官庁による規則ルールの変更､金融情報が入手し難い､商法体系の未熟さ､文化的･言
語的相違､通信 ･道路 ･銀行 ･港湾などインフラの未整備､未払いや遅延､口座の凍結､政策
担当者の額繁な変更､外資に対する不公平な行政や保証の欠如､抵当権の不備､企業間を調整
する法的機能の欠如､不安定な法制度と､中央と地方による法解釈の相違などが指摘されてき
た2｡
国際協力銀行開発金融研究所の上席主任研究員である隅部 ノ(2001)は､ロシア啄府は市場経
済の基本が ｢信用｣や ｢信頼｣であるということを十分に認識しておらずロシア政府が信用を
築く努力を怠ってきたことカモ､日本企業が対口直凄投資に慎重である最大の理由のひとつであ
ると分析している｡ また､かねてよりロシアの潜在力に着日し､経済交流を進めてきた日本ロ
シア経済委員会は､2000年6月に ｢ロシアとの経済交流に関するアンケート調査｣を会員企業
94社を対象に実施した｡うち29社が回答した同調査結果によると､｢日本企業は依然ロシアにお
ける遵法精神の欠如に悩まされている｣ことが明らかになっている｡さらに､ロシアとのビジ
ネスの最大の障害として､法制度･税制の未整備を挙げている企業が最も多く､｢適用基準が不
明確で窓意的｣｢法･税体系を把握できない｣｢当局の指示通り納税すると赤字になる｣｢窓口が
最新税法を把捉していない｣｢免税を含む外資優遇措置が不備｣等と回答している｡経団連日本
ロシア経済委員会の事務局長である杉本 (2001)はこれを受けて､｢制度の不透明性や運用の窓
意性は､相変わらず多くの外国企業が指摘するところであり､行政の不当介入やマフィアによ
る妨害､加えて西側とは異なるビジネスモラルなどが､外国企業の経済活動を阻害する要因とI
して存在している｣と､分析している3｡
筆者は､ロシアに市場経済が一向に根付かず外国とのビジネスがうまくいかない理由は遵法
精神が欠如していると言われている低信頼社会というロシアの ｢基層社会｣からくる｢連続性｣
に原因の一端があることをこれまで指摘してきた4｡ しかしながらなぜロシアでは､法体系が
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未熟でかつ不安定で矛盾しており､規則ルールが頻繁に変更され､制度が不透明で運用が窓意
であり､｢信用｣や ｢信頼｣が欠如した低信頼社会であるのか､なぜロシアでは遵法精神が欠如
していると言われているのか､それがどのような理由に起因するものなのかに関する分析や考
察は行っていない｡ロシアとの経済関係に関する調査論文はロシアとのビジネス上の問題点を
指摘するにとどまり､なぜこのような国になったのかというロシアの ｢基層社会｣を探究する
視点が希薄である｡しかしながら､この間題はロシアとの経済関係を活発にしていく上で非常
に重要な問題である｡
一方､この間題に関しては法社会学､経済史の観点から､多くの既存研究が存在する｡ しか
し､このテーマは筆者の専門外である｡ 従って､本稿では主として日本語文献に依拠しつつ､
なぜロシア社会が上述のような社会になったのかについて､歴史的に遡り分析 ･考察を行うこ
とを課題とする｡
歴史的に遡って分析 ･考察を行う理由は､現代社会昼､社会的 ･文化的 ･宗教的 ･法的な規
範を土台にした ｢基層社会｣の上に成立しており､一経済学の領域のみではロシアを分析するこ
とは不可能であると筆者が考えるからである｡ 経済学は法律や制度が外生的に与えられたもの
として捉え､それを所与として経済の効率性の問題を考える傾向にある｡ 経済環境や制度が安
定している状況においては､そうした分析手法も意義があるのであろうが､ロシアのような不
安定な環境においては経済環境や制度における分析手法としては適当とは言えまい｡また､柳
川 (2000)が指摘するように､経済学､とりわけミクロ経済学の基礎は市場取引であるとされ
ている｡そして､ミクロ経済学の教科書では､財や生産要素について､簡単に市場取引が可能
に行われるように書かれている｡しかし､現実には様々な法律という市場経済システムを支え
る制度に支えられて市場取引が可能になっている｡法制度によって法的責任や権限を明らかに
し､それを裁判システムによって守られていくことが市場取引には必要である｡ その意味で､
｢法の支配｣という制度は､現実の市場取引､市場経済を支える基盤と言える｡近年､法律問
題は経済学においても重要な検討課題となっており､柳川らによって法律に関する経済学者に
よる経済分析も行われている5｡ ロシア社会の分析も同様に､法律や経済史の知識を用い`てそ
の特徴を再認識する必要があろう｡経済の相互依存は政治､社会的分野の要因を内包しており､
経済分析にあたっては政治､社会､文化などの総合的観点を含めた分析が必要になってきてい
る｡安定した民主主義体制が構築されず政治的混乱に陥っているのは政治と法文化的な要因が
複雑に絡んだロシア的な政治文化経済社会上の問題とも言えるのである｡
1.法文化
近年ロシアでは ｢法文化｣という用語が用いられるようになったが､森下 (1997)によると､
もともとロシアの文献では法文化という言葉は使われていなかった｡それが､ペレストロイカ
期以後､用いられるようになり､｢ロシアでは法文化が遅れている｣とか､｢ロシアには法文化
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がない｣といった文脈で使われてきた｡ロシアにはロシア独自の伝統的法文化がある､といっ
た意味では用いられてこなかったという｡ つまり法文化は1000年あまりに及ぶヨーロッパの中
世封建制の中で発展したものであり､ロシアがこれから導入しなければならないものとして認
識されているという｡
1-1.西欧における法の支配
そもそも､鈴木 (1993)によれば､法も正義も西欧文化圏において1000年あまりの歴史の中
で発展した概念であり､多くは自然法思想といわれる法思想として発展してきた｡自然法とは
特定の法社会において人為的に形成される実定法に対し､人為に関係なく自然的に存在し妥当
すると想定される法を指す｡実定法が法社会によって内容を異にするのに対し､｢自然｣に基礎
を置く自然法は不変的かつ普遍的に効力を有する法である｡ 実定法以外に法規範を認めない法
実証主義は､自然法の存在を否定する｡ 森下 (1988)によると､｢法治国家概念の本質は､それ
以上に､実定法体系を指導する原理としての一般的 ･普遍的な正義の存在を認め､権力者 (立
法者)もそれに拘束されるべきだとする自然法的概念に立脚する点にある (傍点は引用者)6｡｣
自然法は理論的にマルクス主義の対極にある思想で､キリスト教文化圏の中で形成された経験
的人知の成果で､この法思想は､ローマ法の法典を具体的に適用し､解釈する法学､哲学とし
て1000年の歴史を持つ｡ローマ法は､ローマ時代に完成した人類最初の総合的な市民法典であ
る｡ ローマ法は古代ローマにおいて高度に発達した市民社会的経済活動をめぐる慣習､判例を
集大成しており､法典化という法技術的特色に示される法的合理主義の結集である｡｢市民社会｣
とはここでは市民階級を中心として成立した社会で､自由･平等 ･独立な近代的な個人が取り
結ぶ民主的な社会を指す｡｢契約を守らねばならぬ-Pactasuntservanda｣は､ローマ法以来
の契約成立の基本的原理であり､それが近代市民社会の法原理に到達するまでに様々な歴史的
経緯があり､それ自体が社会の発展の歴史であった｡ローマ文明がローマ法､すなわち規律と
秩序の観念を生み出した7｡ローマ法の発展史は同時に､法秩序を高度に維持する先進社会の
発展過程のバロメーターでもあった｡ローマ法の存在が明らかになり､その法典のもとで社会
発展が可能と理解するにいたったのは12世紀以降である｡ ローマ法教育､そのための大学の創
設をひとつの文明発展度のバロメーターとすることは法史学の通説である｡ そして､12-16世
紀までにカトリックおよびプロテスタントの文化圏に大学が設立され､ローマ法が継受され
た8｡東方正教国の中では､最古の大学であるモスクワ大学が1755年にようやく創設されてい
る｡大学創設史からも明らかなようにロシアに代表される東方正教文化圏は西欧的合理主義の
象徴であるローマ法文化の継受をおくれてスタートさせている｡ローマ法文化という規準でみ
ると､東方正教の文化圏の社会発展への後進性が明らかになる｡西欧では法の支配という伝統
が基礎にあったからこそ､立憲主義が生まれ､専制的な権力の行使に対する財産権を含めた人
権の擁護という考え方ができあがったが､他のほとんどの文明では､思想や行動を形作る要因
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としての法の重要性ははるかに低かったという9｡
ト2.西欧と遵法精神
ロシアの ｢法文化｣-｢社会のもつ法にかかわる伝統的な思考様式や行動様式10｣を考察す
るに際しては､それを ｢非西欧法｣の一つとして捉える必要がある｡米国の政治学者ハンテン
トン教授は 『文明の衝突』の中で世界には7つまたは8つの文明圏が存在し､これら文明圏は
西欧と非西欧に二分され､ロシアは､非西欧文明圏に属すると主張している｡ 彼の論点は民主
化にあり､ロシアには西欧文明の独特な特徴のうち､宗教､言語､政教の分離､法の支配､社
会的多元性､議会､個人主義が､その経験からほとんど完全に欠如していたため､民主化がな
されなかったと分析している11｡ 本論の焦点はロシアにおける遵法精神が欠如していると言わ
れている問題の解明にあり､民主化にあるものではない｡しかし､遵法精神とはそもそも契約
を遵守することであり､法の支配に関わることである｡西欧諸国には ｢契約を守らなければな
らない｣というローマ法成立以来の契約の基本的原理があった｡そして､一般的 ･普遍的な正
義の存在を認め､権力者 (立法者)もそれに拘束されるべきだとする自然法的概念に立脚した
法治国家であった｡法治国家である西欧と何が異なるのかという ｢非西欧｣の視点で､ロシア
における遵法精神の欠如と言われている問題を考察することが必要になってこよう｡
1-3.ロシアの法文化
ロシアにおいて遵法精神が欠如していると言われている問題､その伝統的な行動様式は現在
に始まったことではなく農村共同体の時代から指摘されていることである｡栖原 (2001)によ
ると､ミロノフ (1990)は帝政時代の法意識について､｢農民は､隣人や親類を欺くことは不道
徳なことだと考えたが､政府の役人や地主を編すことは別物とみなした｡-･隣人から物を盗ん
だり､耕作地の境界を守らなかったり､あるいは共同体の森の木を許可なく切ってしまうこと
は､不道徳なことであったが､地主の果樹園から果物をとったり､貴族や政府が持っている森
の木を切ったり､地主の土地を無断で耕作することは､道徳上の非難にはあたらなかった12｡｣
と書いている｡これは共同体内の規律には従うが､共同体外の人であるツァーリや役人の決め
た法は無視する農民の姿である13｡ ソ連時代については谷江 (1997)によると､｢資材補給の中
断や不揃いのために企業が挽業停止に陥ることが珍しくなく､それが他の関連企業に次々と波
及していくといったことがなかば常態化していたが､これと関連して企業が賄賂とコネ､ある
いは合法 ･非合法の ｢トルカーチ (補給促進係)の大群｣によって中央からの割当資材の入手
促進をはかったり､他の企業との裏取引やヤミ市場で横流し資材を調達するといった現象が存
在したことは周知の事実であった｡また､当局との馴れ合いで報告でつじつまをあわせること
も頻繁に起こっていた｡-･この他自分が働く企業の資材や製品の盗み､私的工場での闇の生産･
販売･-勘定水増し工作による横領､賄賂･--ときりがなかった14｣ と書いている｡ソ連時代
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の人々の行動は､このように､あたかも企業の物を自分の物と見なし､国家が制定した法を完
全に無視してきたのである｡
1-4.法文化生成の論理
そもそも｢法文化｣とは森下(1997)によると､日本における法学教育の目的とされている｢リー
ガル･マインド｣に近く､.人権や個人の自主性 ･主体性､法主体間の平等性を尊重し､社会関
係を権利 ･義務関係として把握し､抑制 ･均衡とフィードバックのメカニズムの上に立って合
理的でバランスのとれた思考と行動を行うことであるという｡ この観点にたてば､森下 (1997)
が指摘する法の無視､法律概念の不明確さ､役人の横暴 ･愚鈍 ･無責任､裁判所よりも検察機
関といったロシア独自の伝統的な法文化は､｢非法文化｣(傍点は引用者)と呼ぶべきものであ
るという｡
法文化は､森下 (1997)によると､市場と契約関係の発展の上に成立する｡市場経済は一定
の法則性を生み､かつその法則性によって支配される｡ 市場の交換行為は､市民が担うが､そ
の法則性が市民にとって経済的強制となり､規範意識を生む｡つまり市場においては等量の価
値が交換されるという等価交換の法則が､その担い手としての市民においては､契約を媒介と
して等価を交換しなければならないという規範意識を生む｡そして､自由な商品交換が､その
担い手としての自由で独立した市民を生む｡また､商品交換を行う市民は､商品に対する権利
の所有者でなければならず､こうして私的所有権をはじめとする諸種の権利概念が明確になり､
社会関係全体が権利 ･義務の関係として体系化される｡商品交換は相互的であり､商品所有者
は他の属性から独立して交換主体になりうるから､そこに平等原則が基礎付けられ､自由･平
等の自立した法主体がここに生まれる｡ 市場の自由な経済競争の発展の過程において､国家は
消極的な位置づけを与えられ､市場の自由な経済競争の発展の過程において､国家は市民の自
由な活動に介入しないよう求められる｡これが市民的自由の発展の基礎となる｡ 市場経済の法
則性の獲得 (自動的に自己展開する近代的な資本主義経済の成立)は､自立的な市民社会の成
立を意味し､そこにおける市民は､イデオロギー的な転倒を通して､国家に先行する ｢生まれ
ながらの自由かつ平等の人間｣と観念されることになる｡ 同時に､人とその形成する市民社会
の先行性の論理は､そこに生まれる ｢自治法｣の国家に対する先行性の観念を生み､そこに国
家もまた法に従わなければならないという法治国家の理念が基礎付けられるという｡すなわち､
市民社会と法治国家の二元的構成が､近代社会の基本構造となっている｡市場経済の下では､
自由な経済競争によって商品の価格が決まり､その価格を基準に､資本と労働力の合理的配分
が自動的に実現される｡ ここに見られる均衡とフィードバッグの精神及びメカニズムが､権力
分立論のリベラルな権力構造原理を生み出す根拠となる｡近代市民社会は､契約法を発展させ
ると同時に､共同体のもとで存在してきた法にも契約原理を浸透させることによって､それを
近代的な法へと改編し､法体系全体が契約原理で再構成されてきた150
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2.ロシアにおける法文化の歴史
それではロシアの歴史において､市場と契約関係は発展し､市場の交換行為は行われ､市民
社会は成立したのであろうか､自治法の国家に対する先行性の観念､すなわち国家も法に従わ
なければならないという法治国家の理念がロシアでは存在したのであろうか､オートマティッ
クに自己展開する近代的な資本主義経済は成立したのであろうか､これらの点について西欧と
比較しながら､その歴史を年代別に､検証していくことにする｡
2-1.16-19世紀初頭のロシア
16世紀以前のロシアは､佐藤 (2001)によると､しばしば封建的な分裂状態にあり､リュ-
リックの子孫たちからなる ｢大公一公一ボヤール16｣の身分的位階制によって支配される大小
の諸公国からなっていたが､16世紀末にイヴァン雷帝の下で統一国家が形成された｡しかし､･
ヨーロッパの絶対王政とは以下の点で異なっていた｡
第 1に､ヨーロッパの封建制は相互に私的な関係にある ｢王-諸侯-騎士｣の間のレ-エン
契約関係17に基づいたものであった｡レ-エン (封土)の授受を伴う主従関係は､自由人と自
由人の間で結ばれる関係であり､従士 (家臣)だけが義務を負うのではなく､主君の側も法的
拘束を受けるという意味で､双務的であった｡主君が不当な要求を強制するとき､従士はそれ
に服従する必要がないだけではなく､従士はそれに抵抗する権利､むしろ義務さえ持っていた｡
こうして､ヨーロッパでは｢誠実｣が､従士のみならず､主君にも要求される倫理的態度となっ
ていた｡
一方､ロシアでは､封建的な支配者たちは契約関係ではなく､相互に血縁関係にある者たち
の集団 (リュ-リコヴイチ)であった｡その後に成立した絶対主義では､ツァーリが無制限の
ちつろく
専制君主であり､土地貴族は君主に対する勤務を条件として土地を秩禄18として一代限りで授
与される官僚以外の何者でもなかった｡そして､農地 ･農奴は持ち主の貴族の意思によって売
買された｡ロシア皇帝も含め､ロシアの貴族と農民の間には契約関係はなく､農民は貴族の私
物だったのである｡このように､ロシアでは領主権力はヨーロッパの封建領主的発展をなし遂
げず､家産官僚的性格19を持つにとどまっていたのであり､契約関係は発展しなかったのであ
る｡
第2に､西欧の中世村落では7-7ェ制が成立しており､農民の小家族は1フ-フェの土地
(屋敷地と耕地)が分与され､それを相続によって子孫に伝える権利と義務を持つ世襲地保有
制であった｡ これに対し､ロシアの村落にはこのようなフ-フェ制が欠如しており､17世紀以
降､土地共有と均等的な土地割替に特徴づけられる村落共産主義的な土地制度が形成されてい
た｡
肥前 (1986)によれば､西欧では､7-フェ制度に基づく土地配分は個別農家の諸事情､人
ー 30-
数､年齢別､性別構成､その他に基づく耕作能力や土地需要の相違を勘案せずに､形式的に平
等に行われた｡経済的な観点からみれば不合理なこのような ｢法的な観点｣の優先はアジア的
共同体の土地配分には存在しないものであり､ヨーロッパに固有の法-権利意識の所産であっ
た｡そして個別農家はフープェといった再生産の諸条件を永続的に我が物として経営の主体と
なった｡農民のフ-フェ制度 (-私有財産)の成立と法によるその擁護によって､労働の果実
が我が物になりその安定性が保障された｡すなわち個人にとって働きがいのある社会になった
のである｡そして､｢祈りかつ働け｣という勤労観､労働の理念が封建的自営農民の労働を支え
てきた｡こうしてフ-フェ制度に基づく封建的自営農民が成立した｡換言すると､形式的平等
の土地配分原則に示されるような農民の法-権利意識が成立し､農業生産力の向上をもたらす
経営の理念が成立した20｡~この領主-農民関係は､誠実の上に築かれた双務関係の性格を帯び
ていた｡これがレ-エン契約関係へと発展し､領主権の従臣に対する窓意的な乱用が抑制され
たのである｡
一方､ロシアでは長く農村共同体ミールが存在していた｡耕地はミールの共同所有の下にお
かれ､個別農家の諸事情を勘案して､実質的平等原則の下に配分された｡個別農家の諸事情が
変化し､それに伴いその耕作能力や土地需要に増減が出てくると､土地が定期的に割替えられ
た｡特定の農家と特定の耕地の永続的な結びつきが存在しなかったため､封建的自営農民は未
成立で､怠け者の農民が得をし､勤勉な農民が損をした｡ロシアにおける基本的な階級関係は､
国家とミール共同体との直接的関係で､貢納制的な階級関係であった0
マックス ･ウェーバーは､ロシアのミール共同体における定期的土地割替制度と対比して､
ドイツ中世村落におけるフ-フェ制度を ｢経済的な理由ではなくて､ある法的な観点一耕地に
対する仲間たちの平等な持分権という観念-｣を持っていたと分析している｡ フ-フェ制度に
よる平等な分配というのは純形式的な原理で､｢形式は窓意の敵であり､自由の双生児である｣と
述べている21｡西欧では中世の7-フェ制度による形式的平等原則､すなわち､非人格的､純
形式的なルールの存在が経済発展をもたらした｡そして､商品経済の発展が､法の効用を認識
させ､それが商品経済をさらに発展させてきたのである｡
これに対して､共同体のもとでは法は発展しなかったと森下 (1997)は述べている｡なぜな
らば共同体においては､人間関係は全人格的な関係であって､権利 ･義務関係という狭い枠に
閉じ込めることは忌避きれ､私的所有も商品交換と契約の自由も部分的にしか発展しない｡共
同体においては､法体系の中心を占め､その上に法文化が開花するはずの私法 (対等な私人間
の法律関係を規制する法､民法､商法等)が､存在根拠を失うからである｡ロシアでは均等的
な土地割替えによる実質的平等原理によって商品経済が発達せず､形式的なルールは嫌悪され
｢実質｣が重視された｡例えば､農村では､白石 (1997)の研究によると､成文法より農民の
慣習法の方が圧倒的に優勢だった22｡これからもわかるように､法の支配の原則の一つは形式
的手続きの重視であるが､ロシアでは実質的平等が重視され､そのため法ニヒリズムが育まれ
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てきたと考えられる23｡
2-2.19世紀初頭から20世紀初頭まで
その後､ロシアでは20世紀初頭にいたるまで､専制と村落共産主義の本質的な特徴が維持さ
れた｡佐藤 (2001)によると､｢専制｣は次の点に明確に現れていた24｡
第1に､行政では､ツァーリが任命 ･罷免ができる各省の主務大臣は存在したが､首相とそ
の閣議は存在しなかった｡それに代わる機関として大臣委員会なる組織が認められていたが､
ツァーリが事実上､行政権を持っており､親政を行っていた｡第2に､立法では､国家評議会
という組織が存在していたが､近代的な立法機関ではなかった｡それは､国家評議会の議員及
び議長は､ツァーリに任命 ･罷免権があった上､ツァーリにのみ法案の提案権があったためで
ある｡そして､国家評議会で審議され､議決された法案はツァーリの裁可 (｢裁可する｣という
文言と自筆署名)があった場合にのみ､法案として元老院に送付され､公布された｡このよう
に､国家評議会は皇帝の純粋な諮問機関でしかなかった｡さらに､ロシアの法体系では､結社
の自由､良心の自由､出版物の自由などが認められていなかった｡したがって､自由と権利を
実現するために自発的に結成された政党は､どのような傾向の政党であれ､弾圧を避けるため
に､秘密結社とならなければならなかった｡
このように､行政 ･立法ともにツァーリが行い､ツァーリの法があらゆる法よりも上にあっ
たのであり､立法者も法に拘束されるべきという自然法的概念に立脚した法治国家ではなかっ
たところが重要である｡そして､ツァーリ専制であったため､市民社会も貧弱であった｡司法
制度も､白石 (1997)の研究によると､1864年の司法制度の改革まで七シアには独立した司法
がなく､司法は行政の一部門にすぎなかった25｡
その後､1904年に日露戦争が始まり､ロシアが日本海の海戦で破れると､首都における政治
運動が激しくなった｡専制に対立し､ヨーロッパ的な意味の自由と立憲制を求める政治運動が
登場した｡その中にはリベラル派 ･立憲派 (人民自由党､カデット)と社会民主派 (ポリシェ
ヴイキとメンシェヴイキ派)があった｡この他､農民大衆が求めた土地改革を支持するエスエ
ル派 (社会革命派)もツァーリズムに敵対した｡そして､1905年革命の十月闘争は､ペテルブ
ルク労働者代表ソビエトの指導の下､広範な市民層の参加を得て闘われ､◎市民的諸権利､②
選挙権の拡大､③国会の立法権を約束した十月勅書を勝ち取り､ヴイツテ内閣の成立を導いた｡
その後､各地で市民的諸権利が自然発生的に獲得され､政府はそれをなす術もなく見守ってい
たが12月にモスクワで挑発的な武装蜂起が起こり､それが軍隊に鎮圧されたのをきっかけに､
風向きが一変し､政府は断固たる反動の方向-と旋回した｡しかし､ロシアは債務国であった
ため政府の反動化はあからさまに現さず､債権者であるヨーロッパ諸国の国際世論に配慮した｡
ロシア政府は､国内的には反動政策をとる一方､対外的な配慮から一定の譲歩政策をとり､外
見的立憲制への移行を図った｡それは､一方で市民的諸権利を約束しつつ､他方ではそれを官
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僚の ｢アジア的術策｣によって空洞化してしまう政策であった｡換言すると､西ヨーロッパ市
民革命の基本理念に高められたような類型の法-権利 (レヒト)を好外的に約束しつつ､対内
的にはこれをロシアに伝統的なアジア的な家父長制的家産官僚の窓意､法-行政規則 (レ-グ
ルマン)の下に抑えこもうとするツァーリ専制の ｢外見的立憲制｣への移行であった26｡
帝政ロシア末期のヴイツテやストルイピンの政府は､土地共有を廃止し個人所有をうみだし､
農地の分割 ･細分化を防ぎ､農村過剰人口の問題を解決する政策を行い､近代的な経済を生み
出す基礎構造を創出しようとした｡このようにして､権威主義体制を維持しつつ､他方で資本
主義経済の基礎を創出しようとしていたのであり､開発独裁が帝政ロシアの末期に生まれてい
た｡しかし､カデットや社会民主派､エスエル派の革命諸派-民主派はこうした政策を拒否し
た.カデットは一方で自由と権利を要求し､他方で村落共産主義の維持を求めたのである｡ そ
の一方で､ロシアで地方自治と市民的自由と議会政治の面で最大の貢献をしたのは､カデット
とその周辺の自由主義者たちである｡ 法の支配､憲法制定と国会開設をめざした彼等の運動は､
人類の進歩の道に沿ったものであった｡しかし､専制政治が延々と続き､統治者と被統治者の
双方に法意識が薄かったロシア (傍点は引用者)では､｢法の支配｣を求める西欧派自由主義者
の運動は､国民全体の中では大きな広がりを持つのは難しかった｡ 労働者は｢市民的民主主義｣
よりもマルクス主義の影響をより強く受け､農民は共同体的な農業共産主義を体現していたた
め､専制への反対勢力とはなっても､立憲民主主義の支持者とはなり得なかった｡カデットは､
法の領域における問題提起において余りにも ｢ヨーロッパ的｣であったために､ロシア社会に
定着することができなかったのである27｡
ストルイピンの土地革命の結果28､1916年までに全ヨーロッパ ･ロシアの農家の約4分の1
が共同体から離脱した｡そのなかの比較的富裕な農民が資本主義的経営を行って､ロシアの穀
物生産と輸出を増大させた｡ところが1918年の土地改革によって､ストルイピンの土地改革の
成果 (私有化)は無に帰し､村落共産主義が強化された｡
このようにロシアでは佐藤 (2001)によると､ストルイピンらの土地革命 (私有化)が唯一
資本主義経済の発展を準備するものであった29｡その土地革命も1918年の土地改革によって無
に帰され､村落共産主義が強化されたのである｡ したがって､ロシアにおける発展した資本主
義の実験は､ある意味では1992年が初めてである｡ ロシアの基層社会には資本主義を排除する
要素､すなわち村落共同体による村落共産主義があり､それを民主派のボリシェビキが擁護し
ていたことが重要である｡そこには､市場の交換行為も､市場と契約関係の発展もなく､私的
所有も､商品交換と契約の自由も発展しないから､法体系の中心を占める私法の存在根拠はな
かった｡個人は共同体に埋没し､権利 ･義務関係の主体にはなりえなかった｡法的思考は忌避
され､道徳的諸観念が共同体の秩序を維持していたのである｡そして､共同体の上部構造とし
てのツァーリの専制国家は､窓意的な官僚支配となり､伝統的なアジア的な家父長制的家産官
僚の慈意､法-行政規則 (レ-グルマン)で住民を抑えこんでいたのであも30｡
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3.社会主義的法治国家論
3-1.社会主義時代の法治国家の概念の否定
その後､社会主義は､岩田 (1995)によると､資本主義否定の政治経済体制として誕生した｡
資本主義の需給調整は ｢市場｣を通して行われるのに対し､社会主義体制下では｢経済計画化｣
すなわち ｢非市場経済｣によって需給調整が行われた｡社会主義の体制的成立は､資本主義､
すなわち ｢交換｣の自然発生的文明化 ･機構化によって先行され､触発された ｢再分配｣と
｢互酬｣という社会的統合パターγの文明化･機構化を合意する社会システム機構である｡｢交
換｣の経済メカニズム化は､自然発生的な長期プロセスの果実であったが､｢再分配｣や ｢互
酬｣の経済システム的自立化は､主体的･思想的･意識的行動の被造物である (傍点は引用者)｡
それは自然の果実ではなく､作為の成果である｡現代社会主義体制は､近代資本主義の市民社会･
経済社会の外部に組織された革命党として､成立し､展開した (傍点は引用者)31｡ それはオー
トマティックに自己展開もせずに､近代的な資本主義経済とは裏腹の非市場経済､つまり近代
資本主義の市民社会･経済社会の外部に組織された共同体 (傍点は引用者)の成立でもあった｡
ソビエト法制の基軸的原理としての ｢革命的合法性｣ないし ｢社会主義的合法性｣法理は､
森下 (1988)及び桧下 (1993)の研究によると､国家の緊急に際しては政治権力が法を超越す ー
るポテンシャルを常に持つことを正当化する法理であった.ここら言は､本来､法を破る権力の
政治的 ｢合目的性｣と法を守る ｢適正性｣との両モメントの対立､あるいは論理的矛盾が内在
していた｡この ≪正統≫法理論は､｢法は権力の命令である｣という権力主義的 ｢法｣把握にあ
り､非常緊急性を常在化する ｢革命｣の法理論であった｡例えば､1960年当時のヤミ･ドル買
いに対し､検察長官のロマン･ルデンコは､フルシチョフに対して､死刑を科す法的可能性が
なく､法の遡及的適用はできないと説明した｡これに対してフルシチョフは ｢我々が準の主人
であり､法が我々の主人なのではない｡しかもこれはブルジョア国家ではなく､ソビェト国家
の事件である｡｣と論じ､死刑罪 (旧ロシア刑法典88条)の遡及的適用 (1961年)を､本来､新
たな法創造を行うべき命令ではない最高会議幹部会令 (ukaz)の発令によって行い､遡及的に
死刑を適用した32｡ 法制度の体系性は､規範論理に基づく法的合理性によって整合的に保証さ
れていた｡この法体系の論理的･合理的整合性を破る権力の政治的 ｢合目的性｣がつねに伝家
の宝刀的ポテンシャルを持ち､法制度の体系基軸たる第一義の ｢合法性｣原理は存し得なかっ
た｡社会主義的合法性概念の最大の陥葬は､法を守るべき主体の中から､法を作る人々 (機関)
が除外されていたことにある｡そこには､法を作る人々である党と国家の最高指導部は論理的I
に法よりも上位にあることになるから､法に拘束されないという理屈が存在していた (傍点は
引用者)｡さらに､｢ソビェト｣方式は､立法機能と執行機能との ｢有機的統一｣を特質とし､
I
権力分立を体制的に拒否してきた (傍点は引用者)｡この国家権力の統合的単一形態が､尊命の
緊急状況にあって全権力の機動性を維持することを可能にした｡｢ソビェト｣社会主義体制は､共
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産党の ｢指導｣のもとに勤労者代議員 ｢ソビエト｣の民主的立法機能が形骸化･空洞化し､｢ソ
ビエト｣執行機関の行政機能が異常肥大し､国民から離れ､社会を窒息させる ｢行政的 ･指令
的｣党官僚の牙城と化したのである33｡森下 (1999)によると､大統領令 (ukaz)は､社会主
義時代には､最高会議幹部会令を､帝政時代は皇帝の勅令を意味した｡立法権は最高会議に帰
属し､同幹部会は法律を制定できなかったが､最高会議による追認によって法律を改正するこ
とはできた｡それとは別に幹部会は無限定で ｢幹部会令｣を公布できたので､幹部会令によっ
て事実上頻繁に立法がなされていた｡最高会議は稀にしか開かれず､その閉会中は同幹部会が
最高会議を代行することになっていたから､このような実務が公認されていた｡｢権力分立｣原
則に代わるこうした ｢権力代行｣原則は､社会主義時代の権力機関の相互関係を規定する重要
な原則であった34｡
近代 ｢法治国家｣論は､松下 (1993)によると､国家権力の行使に､国民の意思の表現たる
法の枠組を設定し (合憲性･｢法の支配｣)､権力行使の正当性の根拠をその適法性-合憲性にす
え､国家権力行使の合憲性のもとで､個人の基本権を保障する民主主義を骨子とする｡民主主義･
個人基本権の保障､合法性の三位一体は､民主的立憲政治あるいは近代立憲主義の原点にはか
ならない｡これに対して､-ソビエト社会主義体制の政治と法制の特質は､(1)国家権力の分立
を拒否して全権力の機動的な発動を可能とする ｢ソビエト｣権力方式､(2)議会制民主主義に
拠る複数政党制を拒否して､共産党の全体主義的な一党独裁制､(3)法を超越する権力の発言
をポテンシャルとして内蔵する ｢社会主義合法性｣= ｢革命的合法性｣法理にあった35｡ 立法
権と,執行権の一体化については､マルクスが､パリ･コミューン (1871年3月､民衆蜂起によっ
て樹立されたパリの自治政府)に対し､｢そのなかで労働の経済的解放を成し遂げるための､つ
いに発見された政治形態｣と評価し､その世界史的意義を解明し高く評価した｡マルクス･レー
ニン主義者はこれに影響され､コミューンをロシア革命に先行する ｢プロレタリア独裁｣の革
命政府と規定した｡マルクスに影響されたレーニンは1905年革命で出現したソビエトを高く評
価し､その後､ソビエトを社会主義国家の政治形態の基礎にしたことが影響している36｡
3-2.ソビエト法の特質と混乱-全体的法社会の法理
社会主義社会では､鈴木 (1993)によると､マルクス･レーニン主義に基づく唯一の合法政
党である共産党が支配する社会で､すべての社会的秩序､法の源泉は党にあるとされてきた｡
すべての国家権力の行使は党の決議､解釈が最終的な法となっていた (傍点は引用者)｡国家あ
るいは社会の命令､決定を行使する下級の執行機関は､裁判官から警察官にいたるまで党の上
位機関の指示によって行動し､義務を果たしていた｡いかなる種類の政策決定にも党以外の意
見が反応することは現実にはなかった｡こうした階級支配､すなわち党組織による全国家機関､
全社会の完全な一枚岩的支配体制は､分権的な市民社会の政策決定とは異なり､多元的な社会
的要因､諸現象などを考慮する必要がなく画一的で形式的であった｡このように社会主義的法
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治主義は､西側でいう法の支配という意義とは大きく異なっていた37｡
これに対し､資本主義社会では､森下 (1988)によると､実定法は最低限のルールを定める
に止まり､あとは市民社会の自治に委ねられる｡そこでは実定法は社会関係の一部を規律する
にすぎないし､市民は実定法に抵触しないように､法律体系の外で生活している｡人間は実定
法と接触をもたないことによって､実は ｢法｣を実現していることになる｡ このような社会を
｢部分的法社会｣という｡それに対して社会主義社会は ｢全体的法社会｣である｡ そこでは人
間の意思が社会全体を合理的に編成 ･運営するため､社会は実定法の目で覆い尽くされること
になる｡ソビエト社会はすべてを些細な点に至るまで規則で取り締まろうとした｡全体的法社
会では､市民は法律に触れないように生きるのではなく､法律を積極的に実現すべく法律のな
かで生きなければならない｡だからこそ､ソビエト法は､行為の実現を命じていた｡資本主義
社会の市民は ｢法に抵触しないように｣生き､社会主義社会の市民は ｢法から逸脱しないよう
に｣生きた｡ソビエト社会はすべてを法的に包括する完壁な法体系を求める心理が働きやすく､
ソビエト法は､日常生活の些細な問題にまで介入すると同時に､社会全体を統合的に総括する
原理であった｡加えて､ソ連では何が生きた法であり､何が死んだ法なのか誰にも区別できな
かった｡死んだ法令も､役所の窓意的判断でいつ生きかえるかもしれない｡事実上死んだ法令
ばかりではない｡法令は頻繁に改正されるが､旧法の失効措置は必ずしも的確にはなされない
から､公式に死んだ法令さえ正確には分からない｡各法令は相互に関連しあっているから､1
つの法令の改正は他の多くの法令にも影響を及ぼす｡改正は､複数の分野にまたがって複合的
であったりする上､複雑に入り組んだ新法と旧法の対応関係そのものが明確ではなかった｡連
邦と各共和国の法令の二元性も､立法技術の拙劣さと相侯って､ソビエト法体系を混乱させて
いた｡法律と幹部会令の二重制がそれに拍車をかけてきた｡膨大な法令､拙劣な立法技術､複
雑な法システムという条件のもとでは､何が現行法なのかわからなかった｡こうした法体系が
社会全体を覆い､法が過剰であるのがソビエト社会の特徴であった380
3-3.行政規則の拡大
近ー代法上の基本概念 ･原則は､森下 (1988)によると､法治国家､立憲主義､権力分立にあ
るが､ロシア革命後のソ連では､明示的に法治国家 ･権力分立が､黙示的に立憲主義が否定さ
れ､ソビェト法文献から姿を消していた｡権力者は法を超える存在で自由気ままに振舞い､上
からは窓意的ともいえる厳しい法が下されるが､庶民はどこ吹く風で法の裏をかいてしたたか
に生きてきた｡からっぼな頭を持つ青年官吏が､地方都市で役人たちから微行中の検察官と間
違えられ､さんざん飲み食いしたあげく､後ろ暗いことがある市長や役人たちから金を巻き上
げて遁走するゴーゴリの 『検察官』は､帝政時代の悪しき執行者を風刺し､官僚制皮を告発し
たものである｡ここで措かれているように､ロシアでは権力者も遵法精神が希薄でなかったと
は言えないし､現在でもそうした傾向は続いているとロシアの国民は考えているようである｡
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例えば､1999年3月にロシアの世論調査基金がロシア国民1500名に対して実施したアンケート
調査によると､ロシアで最も汚職が見られるのは､警察､税関､検察庁､裁判所であると48%
の国民が回答している｡以下､国会､各省庁などの国家権力の最高機関 (34%)､交通警察
(320/a)と続く｡そして､T3lシアで汚職を根絶することは可能かという問いに対しては290/Oの
国民は可能であると回答したものの､61%の国民は不可能であると回答している39｡
法治国家が確立されない根拠について森下は次のように解明している｡ すなわち､商品経済､
およびそれを媒介する近代法は､共同体と共同体の狭間に発生した｡近代法は共同体外的な存
在であり､共同体の内部には存立の根拠を持たない｡商品経済は､共同体を破壊して社会全体
を自らの論理で包摂することによって近代市民社会を生み出し､それを物質的土台として近代
法が展開したものである｡ 社会主義は共同体型秩序の復活であり､そこでは､経済と政治の自
由競争の媒介形態としての ｢私法｣型法関係も存続せざるをえない｡社会主義は､人間の理性
の力によって社会を合理的 ･計画的に編成 ･道営しようとする社会である｡ そこでは社会を理
想とする方向に向かって指導しようとする目的原理が法-人民の意思の形態をまとって全面的
に登場する｡例えば ｢結社の自由｣は ｢社会主義的目的｣に合致する限りで認められたが､目
的に反する結社は禁止された40｡ 資本主義社会では､市場を媒介とした自治的規則 ･分配原則
(傍点は引用者)が支配しているが､社会主義社会では､それに代わって行政的･刑法的な規
制 ･分配原則が支配している｡ 前者では､国家は必要最小限の規制しか行わないから､法規制
め背後に広範な自由の領域が確保されるo 後者では､基本的には全社会領域が法によって合理
的に方向づけられる｡資本主義社会では自由な経済競争が必然的に生み出す経済法則が規範と
しての法則-法を生みだし､経済的強制がその第一次的実現を保証するo利害の錯綜する多元
的社会を前提とした自由競争の下では､紛争の存在はノーマルな現象であり､紛争の解決を通
して正義は実現されるという観念が生まれる｡ 紛争､そして､法は､正義の生みの親である｡
法は単なる社会関係を規制する手段ではなく､目的 ･理念にまで高められ､自然喋的な観念も
生み出す｡他方､社会主義社会では経済的強制は作用せず､それに代わって膨大な行政的規制
が､合理的な最適社会の形成を保証する｡ここでは紛争は合理的規制からの逸脱としてアブノー
マルな現象と見なされ､権利主義は忌避され合理的規制-の自己同一化が求められる｡ 資本主
義社会が､市場における市民の自由な活動に委ねている広範な領域を､社会主義社会では行政
敵に規制せざるをえない｡市場の経済法則に代わるのが行政規則である｡ 社会主義社会におけ
る物質的財貨は､自由市場に媒介されることなく､行政的に配分される｡ここに膨大な行政法
体系が成立する根拠があり､それを創造し運用する行政機関の権力の基盤があった｡そして官
僚主義の芽がここにあった41｡
官僚機構は､森下 (1997)によると､非市場社会においては､独立した存在であり､それを
有効に規制する原理はない｡そのため過度に窓意的､非合理的である｡そこでは官僚機構を規
制するために別の官僚機構を新設するといったかたちで､ますます官僚機構が肥大化する｡市
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場社会の法は､対等な当事者の権利 ･義務関係の調整を通して社会関係を正常に機能させるこ
とができるが､非市場社会の法は､当事者の権利 ･義務に代わり､役所の統制､監督､調整､
協力などによって上からの法規範を実現しようとする｡ 役人はそれぞれの持ち場において万能
な権力者となり､役人の窓意的な権力行使が即法律になる｡そこでは｢権利｣は｢権力｣にとっ
て代わられる｡非市場社会では共同体と専制国家の二元的構成を取り易くなり､自治法の貧困
と管理法の過剰という現象が見られる｡ そうした社会では､法の規範的性格は希薄にならざる
をえない42｡
3-4.訓令による法律の歪曲
ロシアではペレストロイカで法治国家論が復活したが､森下 (1988)によると､それは法治
主義の確立をめざし､その標的は官僚主義的な行政機構にあった｡ソビエト中央権力自体がこ
の官僚主義の頂点に立っており､官僚主義はソビエト権力の生まれながらの病巣であった｡体
制転換に伴う最大の課題は､旧社会主義社会の秩序と根本的に異なる市民社会の法秩序をいか
に構築するかであった｡権力主義､非能率､腐敗などソ連の官僚主義の弊害は深刻であり､ゴ
ルバチョフ政権を除き､それとの闘いに真剣に取り組んできたとは言えないという43｡
ペレストロイカの敵と見なされていたのは､森下 (1988)によると､訓令の支配であった｡
訓令 (HHCTpyKuIは)とは､国家権力諸機関の決定類のうち､官庁の内部規則と違って､市民､
団体､企業等の権利 ･義務､利害に直接関わる規範類 (｢規範的法令｣ (HOPMaTHB払IfiaKT))
のうちの､法の位階秩序の底辺を成すもので､各省や各国家委員会 (国家計画委貞会いわゆる
ゴスプラン等)が発するものである｡省や国家委員会は､各行政･経済部門の最高指導機関で､
｢官庁｣(BenOMCTBO)と呼ばれることが多く､官僚主義の別名にさえなっていた｡ソ連邦省
一股規定により､省は､法律や閣僚会議決定に基づき､またはその執行のために､｢命令｣や
｢訓令｣を発し､あるいは｢指示｣を与えることができる｡実際にはそれらは｢規則｣､｢回章｣､
｢指示｣､｢方策｣､｢勧告｣､｢指令｣等種々の名称で呼ばれており､｢訓令｣という言葉で総称さ
れることが多かった｡ソ連では法律の数は少なく､この膨大な訓令が国家機関や市民の活動を
日常的に規制していた｡時には官庁の法令や一回限りの ｢上からの指示｣さえ法律と見なされ
ていた｡ソ連ではこの訓令が法律に代わる役割を果たしていた (傍点は引用者)｡森下 (1988)
の研究によると､クドゥリヤフツェフは､市民と組織は､ソ連邦の憲法や法律によってではな
く､官庁の法令によって方向づけられており､それが事実上優越性を持っているというような
状態がつくられており､こうした法律の最高性原則の違反が法システムを解体し､法適用活動
を機能麻痔に陥れていると述べているという｡ そして､シムイコフも､多くの省がいかなる社
会的コントロールもなしに全住民の利益に触れる規範的文書を発しており､､立法権を有するの
は最高会議だけであるが､実際には省庁も自分の ｢法律｣を出してきたという｡さらに､トウ
マノフは ｢下位法令の多くが法律の理念を無に帰し､それを働かないようにし､訓令が法律に
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とって代わるという事態が生じている｣と述べているという｡ また､ラザレフは､これまで多
くの重要な社会諸関係が､法律ではなく､政府決定および省庁の規範法規によって規制されて
おり､法律の空自の存在､行政立法が多いと述べているという｡さらに､『コムニスト』誌によ
ると､｢訓令の多くが法律の親近にとって代わっており､あるいはそれと直接矛盾さえしている｣
という4｡このようにソ連では､法律よりも行政立法が大きな役割を果たしてきたのである｡
この点が非常に重要やある｡
上述の通り､訓令は法律の空白を埋めているだけではなく､それに違反したり､それを無視
したりしてきた｡さらに､抽象的な法律を訓令で具体化する段階で､しばしば法律の精神が骨
抜きにされ､｢合目的性｣を理由に､訓令によって法律が修正されてきた｡多数の官庁の訓令が
法律や憲法に違反し､人民と勤労者のイニシアティブを抑制し､その権利と利益を犯してきた
のである45｡
また､森下 (1988)によると､科学アカデミー国家･法研究所の所長であるクドゥリヤフツェ
フとルカシェワは｢上層部の法の無視が住民の法ニヒリズムを生み､それが犯罪､道徳的退廃､
酒･麻薬の蔓延､冷淡･無慈悲な精神の拡大を招いた｡｣と述べているという46｡ この上層部の
法の無視とは､ツァーリであり共産党書記長であり､大統領であり､そして法-権利に違反す
る行政規則を次から次へと出したソ連官僚制であると言えよう｡こうした上層部が法-権利(レ
ヒト)を無視し､窓意的に作成した法-行政規則 (レ-グルマン)によって統治しようとして
きた結果､本来国民を守るべきはずの法が国民を守ってくれず､逆に国民はソ連の省庁が発し
た行政立法に苦しめられ､住民の法ニヒリズムを生んだものと推察されるのである｡
3-5.社会主義と ｢訓令の支配｣の必然性
法律に代わる訓令の支配が確立したのは､森下 (1988)によると､1930年代である｡農業の
集団化･急速な工業化と計画経済の成立によって､法は社会関係の規制手段たることを止めて､
管理の法令が規制者となった｡管理法令が法にとって代わり､法律の概念に含まれるようにな
り法律概念を歪曲してきた｡そして､法は､指令的管理方法や禁止のことだと考える通念が数
十年にわたって形成されてきた47｡だからこそ､ロシア人は｢法律で禁止されていないからやっ
てもいい｡｣という発言をしばしばするのかもしれない｡社会主義のもとで､こうした行政立法
の果たす役割が大きいのは偶然ではなかった｡社会主義社会は､法を媒介に社会全体を上から
合理的に編成しようとする社会であり､膨大な法令類を必要とした｡上位法は､社会関係に完
壁な法的表現を与えるための､総合的･一般的な内容になり､規範的性格が希薄で､社会関係
の合理的 ･体系的な説明の要素が強かった｡ソビエト法学は具体的要素を欠き宣伝的な性格を
有していたため､それに代わって具体的な規範として機能する ｢訓令｣が必要であった｡近代
法では､一定の禁止規定や行動基準を法律で定めておけばあとは自動的に機能していく｡ 労働
者の賃金は､資本主義社会では最低賃金等一定の基準や原則を決めれば､後は企業や労使の関
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係に任せることができる｡ しかし ｢労働に応じた分配｣原則を実現しなければならない社会主
義のもとでは､すべての職種の労働の価値を測定し､合理的な賃金体系を作らなければならな
いため､賃金等労働者の利益に直接関わる国家労働委員会の訓令だけでも約5千もある状況で
あった48｡
むすびにかえて-分析と考察
本稿では､ロシアでは法体系が未熟､不安定でかつ矛盾しており､規則ルールが頻繁に変更
され､制度が不透明で運用が窓意であり､脱税や汚職に帰着するような系統的な詐欺が広く受
け入れられ､容赦される社会的規範になったのか､ロシアにおける遵法精神の欠如と言われて
いる問題について法社会学1経済史的な側面から検討してきた｡
｢法の支配｣の観点では､西欧文化圏において､｢契約を守らねばならぬ｣は､ローマ法以来
の契約成立の基本的原理であり､ローマ法文化が定着した社会か否かは､社会発展の皮合いを
検証する上で有効なバロメーターであった｡そして､西欧では法の支配という伝統が基礎にあっ
たからこそ､立憲主義が生まれ､専制的な権力の行使に対する財産権を含めた人権の擁護とい
う考え方ができあがった｡ところが､ロシアではツァーリが無制限の専制君主であり､事実上､
行政権を持ち､親政を行い､国家評議会の議員及び議長までも､ツァーリに任命･罷免権があっ
た上､ツァーリにのみ法案の提案権があった｡すべての権力はツァーリにあり､｢法の支配｣と
制度的補完性を有する立憲主義も社会の多元性も代議機関もロシアには欠けていたのである｡
その上､ロシアの基層社会の根底にあるのは形式的平等を嫌い､実質的な平等を好んだミー
ル共同体と家産官僚制を敷いた専制であると筆者は考える｡共同体では私的所有も自由な商品
交換も発展せず法的な観点-形式的平等が嫌われ非法的な観点-実質的な平等が好まれ､近代
的な法観念が発達しなかった｡農民は共同体に埋没し､権利 ･義務関係の主体とならず､法-
権利意識が育まれなかった｡国家とミール共同体は､貢納制的な階級関係で､ロシア皇帝も含
めたロシアの貴族にとって､その所有地の上に載っている農奴は私物であり､契約による双務
関係ではなかったのである｡ このことが問題の形式的 ･法律的な面一般をブルジョア的､反動
的であると嫌悪する ｢法ニヒリズム｣を惹起したものと推察される｡
そして､ソ連時代は､法治国家､権力分立､立憲主義の概念が否定され､権力者は法を超え
る存在で自由勝手に振舞い､上からは窓意的といえる法が下され､法は個人を守るのに全く役
に立たなかった｡法を作る人々である党と国家の最高指導部は論理的に法よりも上位にあった
ため､法に拘束されないという理屈が存在していた｡ すべての社会的秩序､法の源泉が党にあ
り､党の決議､解釈が最終的な法であった｡役人が万能の権力者となり､役人の窓意的な権力
行使が即法律となっていた｡膨大な行政規則や訓令が国家機関や市民の活動を規制し､訓令
(行政規則)カモ法律に代わる役割を果たしてきたのである. 訓令は法律を違反 ･無祝し､法律
(レヒト)よりも行政規則 (レ-グルマン)が大きな役割を果たしてきた｡
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では､ロシアではなぜ法治国家が確立されなかったのであろうか｡それは､近代法が共同体
外的な存在であり､共同体の内部には存立の根拠を持たなかったからであると考えられる｡共
同体秩序において､物資やサービスは､互恵や権力的配分によってなされる｡社会主義時代で
は､国営商店での売買も､商品の価格は政策により決定されていたので等価交換ではなかった
し､車の販売や住宅の配分も権力的配分の色彩が強かった｡貨幣に代わり､コネが物とサービ
スの流通を媒介していた｡商品経済は､共同体を破壊して社会全体を自らの論理で包摂するこ
とによって近代市民社会を生みだし､それを物質的土台として近代法が展開した｡ところが､
社会主義は共同体型秩序の復活であり､そこでは､経済と政治の自由競争の殊介形態としての
｢私法｣型法関係も存続せざるをえなかった｡
市場経済と私的所有制によって基礎づけられる市民社会はロシアにおいて未成熟で､ロシア
は共同体と専制国家の二元構造をとった｡社会主義ロシアは､市場と私有を否定したのである
から市民社会は形成されず､擬似共同体的秩序が生まれ､物資やサービスの提供は､互恵や権
力的配分によってなされた｡つまり貨幣に代わってコネが物とサービスの流通を媒介したので
ある49｡ロシアは､西欧のような市民社会を持たず､市場経済も､私的所有制も十分発展しな
かったので､市民が自主的に制定すると同時にそれに拘束される市民社会の内的秩序を定める
｢自治法｣が発展しなかった｡また､社会を形成 ･運営すべき合理的理性は､法の形式をもっ
て登場せざるをえないので､上からの国家秩序を定め維持するための権力の道具としての法令
｢管理法｣や刑法が法体系の中心となっていた｡自治法なき管理法の版雇が､合理的理性の名
の下､独裁権力の窓意的発動を許すことになったのである50｡
では､ロシアにおける遵法精神の欠如と言われている問題はどこからきているのであろうか｡
大江泰一郎は､ソ連の法をめぐる否定的現象を生んだ原因は､社会主義にではなく､ロシアの
古き伝統にあると主張している｡これに対し､森下 (1997)は100%社会主義 (マルクス主義)
の原理にあると主張している51｡ この間題について実証することはできないが､最後に筆者の
考えを以下に述べる｡筆者は､大江と森下のどちらの主張にも同意できない｡筆者は､ロシア
の数百年にわたる歴史がロシアの共同体と専制に体現される基層社会を形成し､その上に社会
主義体制が成立したと考える｡ 何百年にもわたり続いてきた共同体と専制の伝続がロシアにお
ける法のニヒリズムを作りあげ､その上に社会主義体制が追撃ちをかけるように､市民の法に
対する否定的現象を育んできたものであると認識している｡森下も､共同体が与えた影響につ
いては認めているが､それは後発共同体-社会主義社会のマルクス主義の原理そのものが法を
めぐる否定的現象を生んだのであり､旧ロシアの伝統については否定している｡ところが､森
下 (1997)は､｢1917年のロシア革命の投階でも農民は人口の8割を占めていたから､農村の共
同体秩序とそれに基礎をおく農民の法意識が､ロシアの法文化を規定してきたはずである｡｣と
ミール共同体がロシアの法文化に与えた影響について認めているのであって､これは森下の前
掲主張と矛盾する｡ マックス･ウェーバーが指摘した通り､ロシアにおいては実質的平等原理
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によって商品経済が発達せず形式的手続きが嫌悪され､法ニヒリズムが蔓延したのであって､
これが現代ロシアの法ニヒリズムへの経路依存性となっていると考えることに何ら疑うべき点
はないと思われる｡ ただ､制度が不透明､運用に窓意性があり､行政が不当介入をし､官庁に
よる規則ルールの変更､不安定な法制度などに関するビジネス環境の問題については､社会主
義体制の遺産という要素が強いことは確かではあろう｡
このように見てくると､法が市民を守ってこなかったロシアの社会において､市民が法を遵
守しないのも理解できよう｡ ロシア人にとって､法は自分たちを統制するために､国家が作り
出した制約で､それを遵守しようとする内在的なインセンティブはなく､その行動規範も法に
適合したものではなかった｡帝政時代から､窓意的な行政規則が法律にとってかわり､それは
市民を全く守ってはくれず､市民を管理してきたにすぎない｡
最後に法秩序が確立されていないロシアとビジネスを行ってI､く指針について私論を述べて
むすびとしたい｡ロシアは法秩序が確立されておらず､約束や契約も遵守されないリスクの多
い社会であるからロシアとビジネスは行えないという議論は早急である｡ そうしたリスクを回
避する生活の知恵として､ロシアでは自己防衛のためにプライベートな関係において特別の信
頼関係を構築する必要があったし､特定の共同体内において､特別な相互信頼の関係が発達し
てきた｡ロシアでは依然として､人的なコンタクトやネットワークがビジネスの正否を決めた
り､汚職を生む重要な要因として残ったままである｡Bhatiaetal.(1997)の研究によると､ロ
シアにおいては ｢コネ｣がビジネスにおける潤滑油であり､ロシアの経営者はロシアでビジネ
スを成功させる唯一の方法は法律を軽視することであると考えている52｡ロシアは依然として
｢共同体｣社会であり､そのビジネル文化は個人的な関係 ･ネットワークを重視している｡ こ
うした環境下では良好な個人的な関係に基づいたネットワークを構築することがビジネスを行
う上で重要な競争優位 となる (Arnoldetal.(1998),Kuznetsova-Kuznetsov(1999),
Marin-Marinova(1999),Larimoetal.(2001))｡個人的な関係が､ネットワークへ接近する
ためにより重要となる｡ つまり､西側企業は信頼できるロシアのパートナーを見つけることが
求められる｡ ロシアの取引先と信頼関係を構築すれば､相互の保護､個人的な信頼と忠誠とい
うロシア的な価値観から恩恵を受けることができる｡ よく発達した相互信頼に基づいた協力関
係は､法の支配､倫理的なビジネスの規範がまだ確立されていないロシアのビジネス環境にお
いて生き残っていくための重要な点である53｡不確実や不信の関係が社会全体に支配的だから
こそ､特定の共同体においては､誠実さや信頼が特別に重視されている｡ ロシアでビジネスを
行うには､このようなロシア社会の仲間にならないとビジネスはしないという文化を理解し､
共同体の内に入ることが重要であると筆者は考える｡
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